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第５款　労　　働　　費

 １　労　　　政　　　費

         １　施策の趣旨等
　若者等の企業への定着を図るための国・府・民間（社会保険労務士）のチームによる中小
企業等の就労環境改善を支援する。

　　　　　　　　　指　　標　　　　　　　　　　　　　　目　標　　　　実　績
　就労環境改善アドバイザーによる企業訪問件数　　　　２，８８０件　　　２，８２５件
　就労環境改善の取組を支援した団体数　　　　　　　　　　５０団体　　　　４１団体

２　施策の実施状況
茨　社会保険労務士派遣事業
　若者の職場定着率等に課題のある中小企業等に就労環境改善啓発推進員、就労環境改善
アドバイザーが訪問し、離職防止・就労環境改善を啓発・助言した。
　　訪問件数　　２，８２５件　　
芋　就労環境改善助成金事業
　府内中小企業等の就労環境改善の取組を支援するため、福利厚生施設の整備や労働時間
短縮のための設備導入等に対して助成した。　
　　交付団体数　　　　４１団体
　　交付額　　　　１０，１３１千円
鰯　「働き方改革」講習会事業
　「働き方改革」を積極的に推進するため、適正な労働条件の下での多様な働き方の普及を
目的とした講習会を実施した。
　　開催回数　　　　計６回　

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　 ３４，８０３，０７３円　　　　

 （うち  

 

 ２　雇用対策費

         １　施策の趣旨等
　再就職に効果的な短期職業訓練を実施することにより、離職者等の再就職の促進を図る。

　指　標：職業訓練受講者の就職率（一　般）　　目標：８０％　　実績：７６．２％

１　労政総務費
（Ｐ１２４）

３７，４００，０００
（１９４，６８０，０００）

３４，８０３，０７３
（１９１，６２１，３３４）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 １４，７９３，０００
一 般 財 源
 ２０，０１０，０７３

就労環境改善・職場定
着推進事業
（労働・雇用政策課）

委託料　２４，６７２，０７３円
 補助金　１０，１３１，０００　）

２　雇用促進費
（Ｐ１２６）

２，１０７，８８５，０００
（２，４５８，９９６，０００）

２，００７，８５９，３８２
（２，３５１，４２９，０４７）
決算額の財源

離職者等再就職訓練事
業

（ ）総合就業支援室
人づくり推進課
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       　　指　標：職業訓練受講者の就職率（障害者）　　目標：６５％　　実績：４５．２％

２　施策の実施状況
　企業のニーズや受講者のニーズに応じた訓練メニューの充実により、多様な職業能力開発
機会の創出・拡大を図った。また、京都高等技術専門校と福知山高等技術専門校に就職指導
員を配置し、訓練受講者に対し、就職指導を実施した。
　　　　　　　　　　　　　　　　一　般　　　　　障害者
　　委託事業所数　　　　　　　　　２０事業所　　　３５事業所
　　訓練受講者数　　　　　　　２，０１３人　　　　　７９人
　　就職者数　　　　　　　　　　８３５　　　　　　３３

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　 ４３２，９１１，７６８円　　　　
 （うち委託料　３７２，９０６，７０９円）　

       １　施策の趣旨等
　若年者をはじめ、幅広い府民に対して、ハローワークと連携しながら、相談から就職、職
場定着支援までのサービスをワンストップで提供する総合就業支援拠点を運営し、就業促進
を図る。

　指標：京都ジョブパーク利用者の就職内定率　　目標：６６．７％　　実績：７３．０％

２　施策の実施状況
　京都ジョブパーク・北京都ジョブパークにおいて、相談・就職・定着までの総合的な就業
支援を実施した。
　利用状況・就職内定者数
　　　　　　　　　京都ジョブパーク　　　　　うち北京都ジョブパーク
　延べ利用者数　　１８６，６４８人　　　　　　　　　　　１２，２１０人
　延べ相談者数　　１２０，１３５　（１日平均４０９人）　　　１８，７５７　（１日平均５０人）
　就職内定者数　　　１０，９７８　　　　　　　　　　　　１，０５１

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　 　２０３，２６３，５４６円　　　　
 （うち委託料　１５５，２３８，５９１円）　

内訳
国庫支出金
 １，４７５，２８２，９９０
諸　収　入
 １６５，０００
一 般 財 源
 ５３２，４１１，３９２

京都ジョブパーク推進
事業
（総合就業支援室）
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       １　施策の趣旨等
　障害者雇用率２．２％を達成し、障害者の雇用の確保・拡大を図るため、京都ジョブパークに
おいて「はあとふるコーナー」及び「京都障害者雇用企業サポートセンター」を運営し、就
労支援、職場定着支援、普及啓発等の施策を総合的に推進する。

　指標：障害者雇用率　　目標：２．２％　　実績：２．０２％

２　施策の実施状況
　障害者就労における雇用促進、自立就労を図るため、総合的な就労支援体制づくり、地域
資源を生かしたきめ細かな支援、雇用拡大の環境づくりを実施した。
茨　京都特例子会社設立促進事業
　ア　特例子会社見学会や交流会の開催など特例子会社設立検討企業への支援
　　　認定企業数　２社
　イ　特例子会社設立推進事業補助金、障害者雇用施設整備補助金の活用促進
　　　交付件数　５社　交付額　１，７８９千円
　ウ　障害者雇用企業サポートセンターの運営
　　　法定雇用率未達成企業への訪問数　１，００５社
　　　見学会、セミナー、個別相談など雇用に向けた事業の参加企業数　７３１社
芋　障害者の適正に応じた就業力アップ事業
　ア　障害者が適性能力を把握するための就労アセスメントの実施
　　　受検者数　２７３人
　イ　障害者向け職業訓練の実施
　　　ＪＰカレッジ開講数　　　　６２２回
鰯　障害者就労・定着支援事業
　ア　京都ジョブパークはあとふるジョブカフェの運営
　　契　障害者専門相談員による相談等
　　　　障害者の就労カウンセリングや情報提供等を実施した。
　　　　相談者数　　　　　　延べ４，００７人
　　　　就職内定者数　　　　　　　２６０
　　形　企業実習の促進
　　　　障害者の就労準備性を高めるため、企業実習を推進した。
　　　　実習者数　　　　　　　　　４９４人
　イ　障害者就業・生活支援センターの運営

　８センターに生活支援担当員を配置し、日常生活の自己管理に関する助言等を実施。
また、ジョブパーク内のはあとふるアイリスには精神障害者生活支援担当員を配置し、
精神障害者への生活支援を実施した。

　　　　　　　　センター名（市町村名）　　　　　　　　　　　　　登録者数　　就職者数
　　京都障害者就業・生活支援センター（京都市）　　　　　　　　　　１，６４７人  １０２人

　　 　　　　２９６ 　５７　

障害者雇用率　２．２％達
成事業

（ ）総合就業支援室
人づくり推進課

しょうがい者就業・生活支援センター　
はあとふるアイリス（長岡京市）
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　　　　　　　　センター名（市町村名）　　　　　　　　　　　　　登録者数　　就職者数
　　しょうがい者就業・生活支援センター　アイリス（長岡京市）　　　　　６５３人 ４２人
　　障害者就業・生活支援センター　はぴねす（城陽市）　　　　　　　　１，２６７ 　５４　
　　しょうがい者就業・生活支援センター　「あん」（京田辺市）　　　　　　４０８ ４４　
　　なんたん障害者就業・生活支援センター（亀岡市）　　　　　　　　　４５０ 　 　３３　
　　障害者就業・生活支援センター　わかば（舞鶴市）　　　　　　　　　４８９ ８２　
　　障害者就業・生活支援センター　こまち（与謝野町）　　　　　　　　２６４ ２６　
　　　　　　　　　　合　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　５，４７４ 　４４０　

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　 　１９６，２６６，０９３円　　　　
 （うち委託料　１７９，９７４，３９９円）　

       １　施策の趣旨等
　企業が求める社会人基礎力の習得により、個々の求職者の就業力の向上を図り、正規雇用
化の促進を図る。

　指標：京都ＪＰカレッジ受講者の就職内定者のうち正規雇用の割合
　目標：７０％　　実績：６１．２％

２　施策の実施状況
　社会人基礎力の習得を目的とした短期研修を受講者が必要な講座を選択できるアラカルト
方式で実施した。
　受講者数　　　延べ１２，０３２人　うち新規受講　２，５８７人
　就職内定者数　　　　１，８７０　　うち正規雇用　１，１４５
　　　　　

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　 ８４，８８２，０５６円　　　　
 （うち委託料　８４，１７４，４４０円）　

       １　施策の趣旨等
　京都ジョブパークに学生就職センターを新たに設置し、地方版ハローワークの更に先を行
く「京都ジョブパーク」に進化させ、府内学生や府外在住者等の京都企業への就職に結びつ
けることにより、京都企業の人材確保を支援する。

　指標：京都ジョブパーク学生就職センターにおける京都企業への就職内定者数
　目標：１，２００人　　実績：１，３８９人
　指標：京都ジョブパークＵＩＪターンコーナーにおける京都企業への就職内定者数
　目標：３００人　　　実績：２８８人

京都ＪＰカレッジ事業
（総合就業支援室）

未来を担う中小企業人
財確保事業
（総合就業支援室）
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２　施策の実施状況
　様々な人材が京都企業に就職・転職するための就業支援や、京都企業が人材確保を図るた
めの支援を実施した。
茨　人材誘導
　府内学生や府外在住者等が京都企業を知り、就職・転職する機会を創出することで、京
都企業への人材誘導を促進した。
　ア　学生就職センターの設置
　　　学生就職センター新規登録者数　５，５５６人
　　　インターンシップ等の実施人数　　４４１
　イ　大学等が実施する京都企業の魅力を発信する講座等の事業に対して助成
　　　交付団体数　　５団体
　　　交付事業数　　１１事業
　　　交付額　　　７９７千円
　ウ　ＵＩＪターン就職相談等の実施
　　　ＵＩＪターンコーナー延べ利用者数　　　　　　　４，６６３人
　　　　　　　　　　　　　新規登録者数　　　　　　　１，８１９
　　　府外大学等と連携した企業出張セミナー参加者数　　１９６
芋　企業支援
　京都企業の魅力を伝えるための情報発信や企業ニーズに合致した人材とのマッチングの
機会づくり等を実施した。
　ア　学生に対する京都企業への理解促進等を実施
　　　京都産業学セミナー開催数　　　　　　　　５４回
　　　京都インターンシップナビ掲載企業数　　　１５５社
　イ　ＵＩＪターン人材や高度人材など多様な人材とのマッチング機会を創出
　　　企業説明会参加企業数　　　　　　　　１，２７０社
　　　京都府ＵＩＪターンナビ求人掲載社数　　２６２
　　　マッチングに向けた相談件数等　　　　４，１７８件

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　 １０３，１２１，３１３円　　　　
 （うち委託料　９９，８６０，０１５円）　

       １　施策の趣旨等
　国の戦略産業雇用創造プロジェクトの採択を受け、ものづくり産業を中心に産業政策と雇
用政策をオール京都体制で一体的に推進することにより、良質で安定的な雇用の創出を図る。

　指標：雇用創出数
　目標：３，０００人（平成２８年度～平成３０年度）　実績：１，６７６人

２　施策の実施状況
　ものづくり産業分野における雇用創出を図るため、オール京都体制による「京都次世代も

地域産業雇用創出事業
総合就業支援室
ものづくり振興課
染 織 ・ 工 芸 課
文化学術研究都市 　　　　　　　　 推 進 課
労働・雇用政策課
人づくり推進課

兼
献
献献
献
献
献
験　

券
献
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献
献
献
鹸　
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のづくり産業雇用創出プロジェクト推進協議会」により、経済団体や産業支援機関、教育・
研究機関等との連携のもと、コーディネータの伴走支援により人材確保・育成支援を実施し
た。
茨　京都IoT/IoE産業創出事業
　ものづくり企業とICT企業等の協業によるIoT/IoE産業への新規参入や新商品開発等を促
進するため、企業連携に向けた研究会等を開催した。
　　企業相談等実施数　１４７件　研究会等開催数　７回　研究会等参加者数　４６５人
芋　京都ライフサイエンスプロジェクト成長展開事業
　医療・健康・介護等のライフサイエンス分野への新規参入や事業化等を促進するため、
医療機器メーカーと府内企業との商談会等を開催した。
　　企業相談等実施数　５７５件　商談件数　８４件
鰯　京都エコ・エネルギー産業成長推進事業
　エコエネルギー関連分野への新規参入・事業化や、企業の施設全体に関する省エネ化の
促進を図るため、産業ＥＭＳ等のネットワーク構築等を実施した。
　　企業相談等実施数　５２１件　産業ＥＭＳ等ネットワーク会員数　３８３社・団体
允　「Cross KYOTO」コンテンツ企業等支援ネットワーク事業
　映画・映像、ゲーム、漫画・アニメ等のコンテンツ産業の振興や異業種との組み合わせ
によるコンテンツ活用ビジネスの創出を図るため、コンテンツ活用セミナー等を開催した。
　　企業相談等実施数　４５１件　セミナー等開催数　３９回　セミナー等参加者数　２，１６７人
印　「京の食」ブランド推進プロジェクト事業
　食品製造業と農業等の異業種との組合わせによる商品開発や販路開拓等を促進するた
め、企業連携のモデルプロジェクト創出を図るとともに展示会出展等を実施した。
　　企業相談等実施数　２２４件　モデルプロジェクト数　１１件
咽　海外試作・開発試作推進事業
　京都発「試作」をアピールし、海外からの引合受注の獲得や協働プロジェクト等による
開発試作の推進を図るため、人材育成講座等の開催や海外の展示会出展等を実施した。　

　　海外試作引合件数　７８件　講座等開催数　２０回　講座等参加者数　３９２人
員　新文化産業発展強化支援事業
　伝統産業業界が「新文化産業」として継続発展するための人材確保・育成や販路開拓支
援のため、新たに雇用した人材の研修支援、専門コーディネーターによる支援等を実施し
た。
　　支援企業数　１４３社
因　未来志向型経営人材育成事業
　企業の経営力の向上を図るため、経営者・製造部門管理者等の育成講座を開催し、事業
計画の策定支援等を実施した。
　　企業相談等実施数　３４９件　講座開催数　３２回　講座参加者数　５３５人
姻　京都版エコノミック・ガーデニング推進事業



―１３７―

　新事業の創出等を図るため、市場調査、試作開発から設備投資、販路開拓まで一貫支援
した。
　　企業相談等実施数　１１５件
引　アライアンス推進支援事業
　大手・中堅企業とのビジネスマッチングや首都圏等への販路開拓を図るため、商談会の
開催や展示会出展等を実施した。
　　企業相談等実施数　５６２件　商談件数　５１３件
飲　事業継続・創生支援強化事業
　創業者予備軍を掘り起こし、新規創業等を促進するため、インキュベーション施設等と
連携したセミナー等を開催した。
　　企業相談等実施数　２２０件　セミナー等参加者数　２０４人　新規創業数　８社
淫　オープンイノベーション促進事業
　国家戦略特区を活用した研究開発や、ＫＩＣＫにおけるベンチャー等の新事業創出を促
進するため、ベンチャー等による金融機関へのコンペティション等を実施した。
　　企業相談等実施数　１，２５２件　コンペティション実施企業数　２４社
胤　北京都産学連携事業化推進事業
　府北部地域において新事業創出等を図るため、産学公の連携による新商品開発等に向け
た研究会等を開催した。
　　企業相談等実施数　３６０件　研究会等開催数　１３回　研究等参加者数　１９６人
蔭　けいはんな分野融合・販路開拓事業
　中小企業の新分野進出や販路拡大及びIoTビジネスの創出促進による雇用創出を図るた
め、オープンイノベーションソリューションサイトの運用によるシーズ・ニーズマッチン
グやIoTフォーラム等を実施した。
　　面談件数　４１件　フォーラム等参加者数　１２３人　　シーズ提案件数　６１件　　　　
院　ものづくり産業人材確保・定着プロジェクト事業
　ものづくり企業の人材確保をサポートするため、企業魅力発信から業界理解促進、マッ
チング、定着支援まで一貫した支援を実施した。
　　支援企業数　１，１４０社　　北部地域ものづくりパッケージ型訓練受講者数　１４人
　　就労環境改善アドバイザーによる企業訪問件数　５８８件
陰　「全員参加型」イノベーション創造支援事業（人材活躍支援・専門家派遣）
　事業革新、事業拡大、新分野進出など新たなイノベーションの取組に必要となる人材の
確保・導入を支援するため、人件費等の助成や専門家の派遣を実施した。
　　支援企業数　９８社　専門家派遣回数　１２４回

３　執　　行　　額　　　　　　　　　 　７１４，７９４，８９２円　　　　

 （うち  委託料　６０１，６４０，６３６円
補助金　１１３，１５４，２５６ ）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１３８―

       １　施策の趣旨等
　「京都府若者の就職等の支援に関する条例」に基づき、就職の難しい若者に対する就労支
援を実施し、中小企業等への就職を促進する。

　　　　　　　　　　指　　　標　　　　　　　　　　　　　目　標　　　　実　績
　　伴走型雇用訓練における就職率（うち正規雇用率）　　８０％（５０％）　　７４．２％（５０．０％）
　　就職の難しい若者を支援する団体への支援数　　　　　　２７団体　　　　５団体

２　施策の実施状況
茨　地域創生人材育成事業
　人手不足分野等の中小企業への就職・定着を支援するため、就職の難しい若者を対象に、
基礎訓練から企業における実地訓練までの４ヶ月間の伴走型訓練を実施した。

　　訓練受講者数　延べ９７人
　　就職者数　　　　　７２
芋　京都わかもの就職支援等推進事業
　「京都府若者の就職等の支援に関する条例」に基づく計画の認定を受けた就業支援事業を
行うＮＰＯ等を支援するため、若者の自立・就労に向けた活動に対して助成した。
　　交付団体数　　　　５団体
　　交付額　　　　１，８８６千円

３　執　　行　　額　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７１，６７９，３７５円　　　　
 （うち委託料　２６６，０９２，２８１円）　

       １　施策の趣旨等
　公労使で協議する「京都労働経済活力会議」の地域版を設置し、地域の実情に即した人材
育成・人材確保に向けた方策を協議・実施する。

２　施策の実施状況
　府内の行政機関（広域振興局、市町村、公共職業安定所）、経済団体（商工会議所等）、労
働団体等で地域の実情に即した人材育成・人材確保に向けた方策を協議した。
　地域版「京都労働経済活力会議」の設置　　５地域（乙訓、山城、南丹、中丹、丹後）
　開催回数　９回　　　

３　執　　行　　額　　　　　　　　 ９４０，３３９円　　　　

若者就職支援等推進事
業

（ ）労働・雇用政策課
人づくり推進課

地域版「京都労働経済
活力会議」設置事業
（労働・雇用政策課）



―１３９―

         １　施策の趣旨等
　平成２９年度の府立高等技術専門校の再編のために、施設、訓練機器の整備等を行い、地域
産業のニーズに応じた就労支援機能の強化・充実を図る。

２　施策の実施状況
　ものづくり企業のニーズに応じ、女性が受講しやすい多能工社員を養成する訓練科を新設
した。
　また、障害者の特性に応じた訓練が選択できるよう、精神・発達障害者向け訓練等の拡充
や業界や大学等と連携した訓練・就職相談体制の整備を図った。
茨　新設した訓練科
　　京都高等技術専門校　プロダクトマネージメント科　　定員２０人
　　福知山高等技術専門校　キャリア・プログラム科　　　定員５
芋　リニューアルした訓練科
　　京都障害者高等技術専門校　オフィスビジネス科　　　定員２０人
　　　　　　　　　　　　　　　キャリア・プログラム科　定員１０　×２回
　　城陽障害者高等技術専門校　生産実務科　　　　　　　定員１０
鰯　訓練・就職相談体制の整備
　　陶工高等技術専門校　やきもの就職相談センター　

３　執　　行　　額　　　　　　　　　 ６８，４９４，０８１円　　　　
 （うち備品購入費　４２，１２１，３７６円）

 

３　高等技術専
門校費
（Ｐ１２６）

６８，５１７，０００
（９６１，１５３，０００）

６８，４９４，０８１
（９４１，６５６，５９３）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ２４，８２０，１６８
府　　　債
 ２０，０００，０００
一 般 財 源
 ２３，６７３，９１３

高等技術専門校整備事
業
（人づくり推進課）


